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項 目 

１．ネパール地震規模＆被害 

２．ネパール地震復旧・復興プロジェクト 

３．カトマンズにおける復興支援地図作成 

４．地方群復旧復興計画策定のためのハザードマップ
作成 

５．地理空間情報案件の動向 
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１．ネパール地震規模＆被害 

 2015年4月25日 震源：ゴルカ（本震） 

• M7.8 

• MMI: IX [Violent] 

• IJMA: 震度5強（ゴルカ郡バルパック） 

 

 2015年5月12日 震源：ドラカ（余震） 

• M7.3 

• MMI: VIII [Severe] 

• IJMA: 震度5強（推定）（ドラカ郡ビミス
ワール） 

 

  被害状況 

• 死者8,631人 

• 負傷者16,808人 

• 全壊家屋約50万戸 

• 半壊家屋約27万戸 

• 被害総額：約100億ドル（2012/2013年
のGDP=192億ドル） 
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２．ネパール地震復旧・復興プロジェクト 
 目的 

 

 

 

 

 

 

 

 実施期間：2015年7月～2017年6月（予定） 

 成果 
 成果１ 

• 想定被害の設定 

• カトマンズ強靭計画の策定⇒復興支援地図の作成（1/10,000、1/5,000） 

• 地方群復旧復興計画の策定⇒ハザードマップ作成（1/25,000、1/10,000） 
• 上記計画・方針及び実施に関する組織能力開発 

 

 成果２ 

• 耐震住宅／学校等建築物や道路橋梁／ライフライン等都市インフラ構造物にかかる基準の見通しの要否の検討 

• 耐震住宅／学校建築に係るガイドライン 

• 耐震建築ガイドラインの普及に係る補助制度・メカニズムの検討 

• 耐震建築／学校建築のための人材養成 

 

 成果３ 

• 優先復興事業計画（無償資金協力：40億円）の抽出 

• 優先復興計画の設計及び概算レベル積算 

 

 成果４ 

• 優先緊急復旧事業の選定 

• 優先緊急復旧事業の実施 

 

 

日本 

災害経験と復興にかかる教訓 

ネパール 

被災地域の早期復旧・復興 

より災害に強い国及び社会の形成 

Build Back Better  
(2015年3月：仙台防災協力イニシアティブ) 
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３．カトマンズにおける復興支援地図作成 

• 衛星画像による写真判読をベース 

• 衛星画像判読だけでは判断できない区分情報（学校・病

院・役所・警察・宅地・寺など）を現地調査により情報収集 

• 図面検査・調査モレ・再確認のための再調査を現地補測

作業で実施 

【地震による影響】 

• 基準点の変動：既存の国家測量基準点をGNSS測量の基

準とする。地震後に国家電子基準点との再観測により測

量局が決定した暫定成果を利用。 

• 水準点の変動：既存の国家測量水準点「BM1000-266.3」

を基準とし、他の既存水準点との相対的な変異（最大

6.2cm）を確認。高さ精度の範囲内に収まることを確認。 

復興支援地図 地図に記載する地理情報は、災害時の避難路・避難場所、防災計画、
コミュニティ防災、緊急輸送道路等の検討に活用することを想定し、測
量局が作成する地形図（Topographic Map） と区別し、作成。 

衛星画像 Pｌeiades ステレオ画像／分解能 0.5m 

縮尺 1/10,000 1/5,000 

対象 カトマンズ盆地全域 カトマンズ市／ラリトプール市 
バクタプール市／ブダニールカンタ市 

面積 721km2 121km2 

完成予定 2016年8月末 2016年12月末 

1/5,000 

1/10,000 
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３．カトマンズにおける復興支援地図作成 

6 



３．カトマンズにおける復興支援地図作成 

1/10,000サンプル 
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３．カトマンズにおける復興支援地図作成 

 1/5000カトマンズ盆地復興支援地図の利活用 
 

• 1/5,000のさらに詳細な建物・道路等の地形情報を基に、オープンスペースなどの

情報を追加して防災計画に活用する。 

• 地理情報の3次元化＋各分野の情報⇒現地状況に近い状態で各種計画・検討 

• 地理情報と防災計画 

避難場所と防災拠点との交通アクセスの検討／緊急輸送道路の検討／緊急

対応活動拠点の検討／防災カルテに活用／コミュニティ防災への活用／がれ

き量の算出／防災農地の検討 
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４．地方群復旧復興計画策定のためのハザードマップ作成 
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４．地方群復旧復興計画策定のためのハザードマップ作成 

■ 衛星画像の活用 

•地震発生前後の衛星画像を準備し、地

震発生前から存在していた地すべりと地

震による地すべりとを区分。 

•今回の地震による被災状況を把握する

ため、衛星画像判読による地すべりハ

ザードマップを作成。 

•精度と適用性を現地調査とGIS解析によ

り検討。 

•今後特定地域での詳細ハザードマップ

を作成。 
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ハザード
マップ 

「土砂移動実績箇所」と「潜在的
に危険要因を有した箇所」を表
示したマップ 

衛星画像 SPOT 単画像／分解能1.5m 

対象 ゴルカ郡、シンドパルチョーク群 

面積 6,130km2 



土砂災害ハザードマップ
作成手順 

■ 分析対象とする災害要因の抽出 

■ 採用した要因 

・傾斜角、傾斜方向、断層帯との関係、震源

からの距離 
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（参考）地理空間情報案件の災害での活用事例 
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 スリランカ 

・2015年5月、大規模洪水発生。 

・実施中「防災強化のための数値標高モデル作成能力向上プロジェクト」（2015年1月

~2016年12月）の中で、 

①浸水地域周辺200k㎡の等高線データ作成 

②LiDARとオルソ画像を用いた家屋判読作業支援 

を緊急追加支援。 

 

 

 



５．地理空間情報案件の動向 
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 アナログ地形図からデジタル地形図へ 

 

 地形図作成以降の利活用の広がり 

• 電子基準点、NSDI（防災、環境等） 

 

 航空写真から衛星画像へ 

• ブルキナファソ、ブータン、エチオピア等 

• 解像度、航空機の再委託費用、天候、現地立ち入りの制限等 

 

  リモートセンシング 

• 南アフリカ、コンゴ民等 

• 自然観測、違法採掘者の監視、鉱物資源探索等 

 

 

 

 

 



ご清聴ありがとうございました。 


